平成２４年度　第１回大阪府河川構造物等審議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
日時：平成２４年１１月２１日　
18:00～20:30
場所：府庁別館防災情報センター
委員　大阪市立大学大学院法学研究科　教授　阿部昌樹
大阪府立大学大学院工学研究科　教授　杉村延広
（会長）京都大学大学院工学研究科　　　教授　戸田圭一
京都大学防災研究所　　　　　　教授　平石哲也
関西大学社会安全学部　　　　　教授　高橋智幸
専門委員　大阪府立大学大学院工学研究科　教授　三村耕司

（敬称略）
１．大阪府河川構造物等審議会会長の選任

○　会長に、戸田委員が選任された。

２．津波浸水シミュレーションによる津波挙動の把握について

【事務局説明】
・「施設計画上の津波（Ｌ１津波）」について、３大水門を含めた全ての防潮水門を開放した場合と、閉鎖した場合で津波浸水シミュレーションを実施した。
水門開放状態では、広域にわたる地殻沈降に伴う防潮堤の沈下もあり、木津川水門上流部へ遡上した津波は防潮堤を越えて堤内地の浸水が発生するが、水門閉鎖状態では、浸水被害を防止できることが確認できた。

・「最大クラス相当の津波（Ｌ２相当津波）」として、内閣府の「南海トラフの巨大地震モデル検討会」による断層モデルの一つを用いて、「施設計画上の津波（Ｌ１津波）」と同様のシミュレーションを実施した。
水門開放状態では、木津川水門、三軒家水門及び尻無川水門の上流部において広範囲にわたり最大浸水深約２メートルの浸水被害が発生するが、水門閉鎖状態では、水門上流への津波遡上を阻止し、堤内地への浸水被害の解消を図ることが確認できた。
一方、木津川水門下流では、津波の反射により水位が高くなって防潮堤を越水し、最大浸水深１メートル程度の新たな浸水被害が発生する結果となった。

【委員意見】
○　行政、自治体というのは公益の見地から判断すべきである。全体としての被害を最小限にとどめるという判断基準は正当であり、水門を閉鎖するという判断をすべきである。ただし、正当な判断であっても結果として被害を新たに受ける人が出てきた場合には、我慢すべき被害だということにはならず、損失補償という観点で責任を問われる可能性がある。

　一方、元来、水門は上流の浸水被害を防止するためのものであり、高潮と津波の違いはあるが、今回の結果により水門を閉鎖することによって水門上流部の浸水被害が防止できるということが明らかとなった。このため、水門を閉鎖しないことは“閉めないという不作為”となり、行為が違法と認定される可能性は高い。
○　南海トラフで発生する津波では、Ｌ１津波でもＬ２相当津波でもマグニチュード８以上のものが起これば、基本的に気象庁より大津波警報が発表され、３大水門は閉鎖することになる。この時、津波の大きさによって発生する浸水被害が異なることを、地域へ知らせておくべきである。
○　水門という津波災害を減災できる施設があるのであれば、積極的にそれを活用するべきである。水門閉鎖に伴って水門下流部で新たな浸水が起こるのであれば、別の技術、別な方法で対応していく必要がある。
また、シミュレーション結果については、地域に開示すべきである。「Ｌ２相当の津波が起こった場合には、府は水門を閉めます。そうするとこのあたりは、被害の発生する可能性があります。だから注意して下さい。」というような、津波到達前に、水門下流部の人々にも必ず逃げてもらうという意味で、水門を閉めることの効果を説明しておく必要がある。

○　今回のシミュレーションは、地震や津波被災後も護岸が健全という前提で実施している。Ｌ２相当津波で水門閉鎖した場合、木津川水門下流部では、津波により水位が防潮堤高を超える区間もあることから、堤防の再点検を行い、現地の堤防の健全性が確保できる改良工事等を実施することが望ましい。
３．津波に対する３大水門の耐力検証について

【事務局説明】
・水門に求める津波外力に対する耐力については、Ｌ１津波に対して水門が確実に開閉動作できることとし、Ｌ２相当津波に対して水門が流失せず、津波を防御する機能を発揮することとした。
・現状の水門について検討の結果、Ｌ１津波では津波を受けた後の水門の開閉動作は困難となる可能性があり、Ｌ２相当津波では堰柱でコンクリートにクラックが発生し、破壊は進行するものの、水門流失に至る可能性は低いと考えられる。
・水門の補強方策については、扉体、中央ピン及び回転支承部に関して現場条件から施工が困難であり、現実的で有効な工法は見つからなかった。一方、堰柱に関しては、コンクリートの増し打ちによる断面拡大が考えられ、水門流失防止のための補強は可能と考えられる。
・今後、津波によって水門が損傷した場合の撤去、復旧方法などについて検討を行うとともに、例えば、津波の勢いを減衰させる施設や、現水門に替わる新水門の建設など、新たな津波防御施設についても多面的な検討を行う必要がある。
【委員意見】
○　高潮のために設計された水門であるから、津波の力は設計当初は考慮されていないが、今回の検討結果から水門が流されず津波に対して求める効果を発揮し、防御できるということが確認できた。
○　Ｌ１津波といえども、それを引き起こす地震動はマグニチュード８．４と最大級に近く、許容応力度以下にするのは難しい。減災目的で水門を閉鎖することとしており、損傷して開放できなくても撤去方策を検討し、洪水による二次災害を防止できるように流下能力を確保できれば、全てが許容応力度以下でなくてもよい。
○　３．１１の反省は、我々はできる限りの努力で予測したけれども、それを超えてしまうことが起こりうるということ。現状での弱点を認識し、そのことを住民の方々にも伝え、それに対して我々はまだ不備だけれども、これから解決に向けて努めていくということを知らせるだけでも十分である。
○　水門は本来、高潮時に必要なものであるから、今後の検討として、津波後の高潮対応の考え方を整理しておかなければならない。
○　鋼材の変形の限界については、施設ができて間もないものであれば安全率も余裕代と考えられ、許容値を少し超えた程度の数値であれば直ちに変形しない可能性が高い。しかし、本水門は耐用年数に近い施設であり、大津波に対して水門補強だけを行うのでは無理があると思われる。現水門の直前で何か力を弱めるような方策も選択肢として考えるべきである。
４．「西大阪地区の津波防御計画」の検討について
【委員意見】
○　現実的には、高潮の来襲に備えて、損傷した水門を全て撤去しなくてもよいと考えられる。次の新たな水門が設置されるまで、少なくともこの部分は残しておくなど、撤去のやり方によっては効果が期待される。

○Ｌ１津波のときの水門の損傷というのは、計画論からいえばあってはならない。仮に起こったときには、並行して洪水リスクや高潮リスクについても考えておく必要があり、うまく水門の補強方法を見つけることができれば、一つの現実的な解となる。
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